
2021年4月1日

厚生労働省 労働基準局労働条件政策課
木原 大樹

副業・兼業の促進について

労働政策フォーラム「副業について考える」
報告・配布資料



労働基準法の規定等
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（時間計算）

第三十八条 労働時間は、事業場を異にする場合においても、労働時間に関する規定の適用については通算す
る。

② （略）

労働基準法

「事業場を異にする場合」とは事業主を異にする場合をも含む。

労働基準局長通達（昭和 2 3年５月 1 4日）

本業と副業・兼業先の労働時間を通算して、労働基準法を遵守する必要



副業・兼業の現状①
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（出典）総務省「就業構造基本調査」

2351
2682 2772 2993 3237

3850

4.5
4.9 5.1 5.2

5.7

6.5

0

1

2

3

4

5

6

7

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

1992 1997 2002 2007 2012 2017

副業希望者 雇用者全体に占める割合

757
892 815

1029 1050
1288

1.4
1.6

1.5

1.8 1.8

2.2

0

0.5

1

1.5

2

2.5

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1992 1997 2002 2007 2012 2017

複数就業者 雇用者全体に占める割合

（千人） （％） （千人） （％）

※同調査における「雇用者」には、「会社などの役員（会社の社長、取締役、監査役、団体・公
益法人や独立行政法人の理事・監事などの役職にある者）」も含まれている。

○ 副業を希望する雇用者は、増加傾向。
○ 本業も副業も雇用者である者は、増加傾向。

＜副業を希望している雇用者数の変化＞ ＜副業者数（雇用×雇用）の変化＞

第155回労働政策審議会労働条件
分科会（令和元年10月18日）資料２
より作成



副業・兼業の現状②

○ 副業・兼業を許可する予定はない企業は７５．８％。
○ 副業・兼業を許可しない理由は、「過重労働となり、本業に支障をきたすため」が最多であり、
「労働時間の管理・把握が困難になる」が続く。

許可する予定はない

75.8％

＜企業の副業・兼業に関する意向＞ ＜副業・兼業を許可しない理由（複数回答可）＞

許可している 11.2％

許可を検討している 8.4％

無回答
4.6％

（出典）「多様な働き方の進展と人材マネジメントの在り方に関する調査（企業調査・労働者調査）」（JILPT調査、平成30年）

※従業員の副業・兼業に関する意向について、「副業・兼業の許可する予定はない」と
する企業を対象に集計。

n=2,260

第155回労働政策審議会労働条件
分科会（令和元年10月18日）資料２
より作成
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（％）



副業・兼業の促進に関するガイドラインについて
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• 令和元年秋から労働政策審議会で議論を行い、令和２年９月１日に「副業・兼業の促進に関するガイドライン」
（平成30年１月策定）を大幅に改定

• 副業・兼業の場合における労働時間管理・健康管理のルールを明確化

• 労働時間の通算が必要となる場合、労働時間を通算して適用される規定の明確化

• 労働者の申告等による副業・兼業先での労働時間の把握

• 労使双方の手続上の負担を軽減し、労働基準法が遵守されやすくなる簡便な労働時間管理の方法

（「管理モデル」）

• 労使の話し合い等を通じた、副業・兼業を行う労働者の健康確保措置の実施

主な内容

次ページから、具体的にご説明します。



副業・兼業の促進に関するガイドライン ＜概要①＞
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〈ガイドラインの目的〉
副業・兼業を希望する者が年々増加傾向にある中、安心して副業・兼業に取り組むことができるよう、副業・

兼業の場合における労働時間管理や健康管理等について示す。

〈ガイドラインの構成〉
１ 副業・兼業の現状
・ 副業・兼業を希望する者は、年々増加傾向
・ 副業・兼業に関する裁判例では、労働者が労働時間以外の時間をどのように利用するかは、基本的には労働
者の自由であるとされている。
・ 厚生労働省のモデル就業規則でも、「労働者は、勤務時間外において、他の会社等の業務に従事することが
できる。」とされている。

２ 副業・兼業の促進の方向性
・ 人生100年時代を迎え、若いうちから、自らの希望する働き方を選べる環境を作っていくことが必要。副
業・兼業は、オープンイノベーションや起業の手段としても有効であり、都市部の人材を地方でも活かすとい
う観点から地方創生にも資する面もある。
・ 副業・兼業を希望する労働者については、その希望に応じて幅広く副業・兼業を行える環境を整備すること
が重要



副業・兼業の促進に関するガイドライン ＜概要②＞

３ 企業の対応
（１）基本的な考え方
・ 副業・兼業を進めるに当たっては、労働者と企業の双方が納得感を持って進めることができるよう、企業と
労働者との間で十分にコミュニケーションをとることが重要
・ 使用者及び労働者は、①安全配慮義務、②秘密保持義務、③競業避止義務、④誠実義務に留意する必要
・ 就業規則において、原則として労働者は副業・兼業を行うことができること、例外的に上記①～④に支障が
ある場合には副業・兼業を禁止又は制限できることとしておくことが考えられる。

（２）労働時間管理

① 労働時間の通算が必要となる場合

・ 労働者が事業主を異にする複数の事業場において「労働基準法に定められた労働時間規制が適用される
労働者」に該当する場合に、労働時間が通算される。

・ 事業主、委任、請負など労働時間規制が適用されない場合には、その時間は通算されない。
・ 法定労働時間、上限規制（単月100時間未満、複数月平均80時間以内）について、労働時間を通算して
適用される。

・ 労働時間を通算して法定労働時間を超える場合には、長時間の時間外労働とならないようにすることが
望ましい。

7



副業・兼業の促進に関するガイドライン ＜概要③＞

② 副業・兼業の確認
・ 使用者は、労働者からの申告等により、副業・兼業の有無・内容を確認する。
・ 使用者は、届出制など副業・兼業の有無・内容を確認するための仕組みを設けておくことが望ましい。
③ 労働時間の通算
・ 副業・兼業を行う労働者を使用する全ての使用者は、労働時間を通算して管理する必要がある。
・ 労働時間の通算は、自社の労働時間と、労働者からの申告等により把握した他社の労働時間を通算する
ことによって行う。

・ 副業・兼業の開始前に、自社の所定労働時間と他社の所定労働時間を通算して、法定労働時間を超える
部分がある場合には、その部分は後から契約した会社の時間外労働となる。

・ 副業・兼業の開始後に、所定労働時間の通算に加えて、自社の所定外労働時間と他社の所定外労働時間
を、所定外労働が行われる順に通算して、法定労働時間を超える部分がある場合には、その部分が時間外
労働となる。

④ 時間外労働の割増賃金の取扱い
・ 上記③の労働時間の通算によって時間外労働となる部分のうち、自社で労働させた時間について、時間
外労働の割増賃金を支払う必要がある。
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法定労働時間
36協定がある場合、36協定の範囲で副業・兼業可能。
割増賃金の支払いも必要

A所定 A所定外B所定 B所定外
※ Aで先に所定外労働
が行われた場合の例



副業・兼業の促進に関するガイドライン ＜概要④＞

⑤ 簡便な労働時間管理の方法（「管理モデル」）
・ 上記③④のほかに、労働時間の申告等や通算管理における労使双方の手続上の負担を軽減し、労働基準
法が遵守されやすくなる簡便な労働時間管理の方法（「管理モデル」）によることができる。

・ 「管理モデル」では、副業・兼業の開始前に、A社（先契約）の法定外労働時間とB社（後契約）の労働
時間について、上限規制（単月100時間未満、複数月平均80時間以内）の範囲内でそれぞれ上限を設定
し、それぞれについて割増賃金を支払うこととする。
これにより、副業・兼業の開始後は、他社の実労働時間を把握しなくても労働基準法を遵守することが

可能となる。
・ 「管理モデル」は、副業・兼業を行おうとする労働者に対してA社（先契約）が管理モデルによることを
求め、労働者及び労働者を通じて使用者B（後契約）が応じることによって導入される。
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法定労働時間 Bに36協定が
ある場合、
36協定の範囲
で副業・兼業
可能

A所定 B労働時間A所定外

A割増賃金
（現在の取扱いに合わせ、所定超 or 法定超）

OR

B割増賃金

通算して適用される時間外労働の上限規制（月100時間未満、複数月平均80時間以内）を
遵守する必要があることから、これを超過しない範囲内で設定



副業・兼業の促進に関するガイドライン ＜概要⑤＞

（３）健康管理
・ 使用者は、労働安全衛生法に基づき、健康診断、長時間労働者に対する面接指導、ストレスチェックやこれ
らの結果に基づく事後措置等を実施しなければならない。
・ 使用者の指示により副業・兼業を開始した場合は、原則として他社との情報交換により、難しい場合には労
働者からの申告により他社の労働時間を把握し、自社の労働時間と通算した労働時間に基づき、健康確保措置
を実施することが適当である。
・ 使用者が労働者の副業・兼業を認めている場合は、健康保持のため自己管理を行うよう指示し、心身の不調
があれば都度相談を受けることを伝えること、副業・兼業の状況も踏まえ必要に応じ法律を超える健康確保措
置を実施することなど、労使の話し合い等を通じ、副業・兼業を行う者の健康確保に資する措置を実施するこ
とが適当である。
・ 使用者の指示により副業・兼業を開始した場合は、実効ある健康確保措置を実施する観点から、他社との間
で、労働の状況等の情報交換を行い、それに応じた健康確保措置の内容に関する協議を行うことが適当

10



副業・兼業の促進に関するガイドライン ＜概要⑥＞

４ 労働者の対応
・ 労働者は、自社の副業・兼業に関するルールを確認し、そのルールに照らして、業務内容や就業時間等が適
切な副業・兼業を選択する必要がある。
・ 労働者は、副業・兼業による過労によって健康を害したり、業務に支障を来したりすることがないよう、自
ら業務量や進捗状況、時間や健康状態を管理する必要がある。
・ 他社の業務量、自らの健康の状況等について報告することは、企業による健康確保措置を実効あるものとす
る観点から有効である。

11



労災保険での対応（令和２年９月施行）
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＜改正前＞

＜主な改正内容＞
〇 複数の事業主に雇用される労働者の場合に、
① 非災害発生事業場の賃金額も合算して労災保険給付を算定
② 複数就業者の就業先の業務上の負荷を総合的に評価して労災認定を行う

〇 上記改正については、労働保険徴収法に規定する労災保険のメリット制（個別の事業場の災害の多寡に応じ、労災
保険料率を増減させる制度）には影響させない。

（例）

就業先A
20万円/月

就業先B
15万円/月

事故

（改正後）
35万円で保険給付を算定

① 非災害発生事業場の賃金額を合算

第１週

第２週

第３週

第４週

40時間

40時間

40時間

40時間

25時間

25時間

25時間

25時間

② 業務上の負荷を総合的に評価

※脳・心臓疾患の認定基準（抄）
発症前１か月間におおむね100時間を超える時間外労働が認められる場合は、
業務と発症との関連性が強いと評価できる。

就業先Ａ 就業先B

（改正前）
15万円で保険給付を算定

○ 労災認定した場合の給付額を事業場ごとの賃金を基に決定
○ 労災認定する際の業務上の負荷を事業場ごとに判断

（改正前）労災認定されず

（改正後）労災認定される



雇用保険での対応（令和４年１月施行）
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＜改正前＞

＜主な改正内容＞

○ １事業所で週所定労働時間が20時間以上の者は適用する。
○ 複数の事業所で就労する場合は、それぞれの事業所ごとに適用要件を判断する（労働時間を合算しない）。

〇 65歳以上の者を対象として、本人の申出を起点として２つの事業所（注）の労働時間を合算して週所定労働時間が
20時間以上の場合に適用する制度を試行する。
（逆選択やモラルハザード等を施行後５年を目途に検証。）

（注）週所定労働時間が５時間以上である事業所に限る。

Ａ事業所 週・所定14ｈ

Ｂ事業所 週・所定10ｈ A事業所
を離職

週・所定０ｈ
週・所定10ｈ

・ AとBを合算して20時間以上であるため、労働者の
申出を起点として雇用保険を適用

Ａ事業所
Ｂ事業所

Aを離職し、20時間を下回るため、
・ Aで支払われていた賃金額を基礎として給付
し、

・ 被保険者ではなくなるため、以後、保険料を
徴収しない。

（例）



パンフレットや各種様式例等について
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労働契約等解説セミナー
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労働契約等解説セミナー
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労働契約等解説セミナー
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